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感染症予防の注意喚起システム
― 下水中ノロウイルス濃度監視による情報発信 ―

仙台市建設局下水道事業部下水道調整課長 加　藤　公　優

１.はじめに

今、地球規模で新型コロナウイルス感
染症が流行し、国内でも第３波と呼ばれ
るレベルで感染者が増加している状況に
ある。そのため、感染流行規模の把握へ
の貢献として、国内外を問わず、世界各
地で下水中に含まれる新型コロナウイル
スの検出が試みられている。
これまで、東北大学などでは、下水中

に存在するさまざまな病原ウイルスを検
出し、感染流行検知および予防への貢献
を目的に研究が進められてきているが、
2017 年から、東北大学・山形大学・日
水コン・仙台市が共同で下水中のノロウ
イルス濃度を測定し情報発信するといっ
た実証実験を進めており、感染性胃腸炎
の流行の兆しを予測し、感染の拡大を抑
制するための情報発信を試みている。今
回、この新たなチャレンジについて紹介
することで、新型コロナウイルス感染予
防対策への応用を期待するところである。

２.ウイルス濃度測定による
注意喚起システムの開発

(１)「水監視システム」の構築
流入下水中のウイルス濃度をモニタリ

ングし、その濃度変化から感染症流行の
予兆を捉え社会に発信することで、人々
が感染症の予防体制をとることが可能と
なる。この「水監視システム」の構築は、
感染症の流行や経済的損失などの社会的
インパクトを未然に防ぐことが可能であ
り、大きく社会への貢献に資するものと
考えている。図－１にその概念を示す。
「水監視システム」は、下水中に存在
する病原ウイルスのうち、腸内で増殖可
能なノロウイルス、Ａ型肝炎ウイルス、
Ｅ型肝炎ウイルス、ロタウイルスなど数
種類の腸管系ウイルスのほか、糞便中に
含まれることで下水中から検出されるイ
ンフルエンザウイルスや麻疹ウイルス、
コロナウイルスなど数種類の呼吸器系ウ

イルスなどにも応用が期待されている。
現在のところ、腸管系ウイルスの検出濃
度は呼吸器系ウイルスよりも 100倍ほど
高濃度で検出されているようである。
このシステムを活用した迅速で高精度

な検出定量技術の開発により「水監視シ
ステム」を進化させることが望まれると
ころであり、その上で、下水集水域内の
感染者の動向について医療関係機関・保
健所などと連携し、流入下水中の病原ウ
イルス濃度と感染者との因果関係が明確
になることが大切である。そのためにも、

今後も、大学等の研究機関と連携してい
きたいと考えているところである。

(２)研究の経緯と体制
これまで、東北大学では流入下水中の

ノロウイルス濃度と感染性胃腸炎の罹患
者数との関係について研究を進めてきた
が、2013 年からは科学技術振興機構の
戦略的創造研究推進事業 CREST により
「迅速・高精度・網羅的な病原微生物検
出による水監視システムの開発」として
システム開発の研究を行った１）。

図－１　下水中ノロウイルス濃度情報発信システム概念図

図－２　応用研究体制と役割分担
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その後、2017 年から、国土交通省の
下水道応用研究として「流入下水中の病
原ウイルス観測による総合的感染症流行
防止対策の確立」に取り組み、「水監視
システム」の確立のための実証実験に取
り組んでいる。
具体的には、下水処理場の流入下水中

の感染性ウイルス濃度を定期的に測定・
監視することにより、一定量以上の濃度
のウイルスが観測された際には、感染予
防行動につながる注意喚起など感染症の
流行抑制に向けた情報を社会に向けて発
信するシステムであり、紹介する実証実
験では監視するウイルスとしてノロウイ
ルスを対象としている。
なお、この実証実験のための研究は東

北大学（未来科学技術センター、医学系
研究科）が中心となり、山形大学（農学
部）、日水コン、仙台市が参画して行っ
ている。その研究体制を図－２に示す。

３.流入下水中のウイルス濃
度分析

(１)ノロウイルス濃度と患者報告数
に関する検証

東北大学では以前から流入下水中のノ
ロウイルス濃度と感染性胃腸炎の患者報
告数に関する調査を進めていたが、2016
年７月からは仙台市南蒲生浄化センター
で調査を始めている。2016 年７月から
2019 年２月までの分析結果は図－３の
とおりである。
2016 年においてはノロウイルス濃度

と患者報告数ピークの関係は明確であり、
このデータからは患者報告数が増加する
約２～３週間前には濃度の上昇がみられ
ている。2017 年以降はノロウイルス濃

度が例年通りであるが、患者報告数は低
い状況が継続し、顕著な患者報告数の
ピークが見られなかった。念のため、ノ
ロウイルスの型の変化や弱毒化を確かめ
るために下水中で観測されたノロウイル
スの遺伝子型を検証したが、主要なウイ
ルスはこれまでに検出されている遺伝子
型であり、新たな遺伝子型のノロウイル
スは流入下水中には存在していないこと
を確認している。
冬季はインフルエンザの流行期でもあ

り、インフルエンザ感染予防に向けての
対策は感染性胃腸炎感染予防と同様で、
双方に効果がある。2017 年以降につい
ては、実際にテレビなどの各種メディア
からインフルエンザ感染予防に関する情
報発信もあり「下水中ノロウイルス濃度
情報発信システム」による効果との断定
には至らないが、少なくとも、家庭や小
学校および保育園などで感染症予防の対
策が行われた結果とも解釈できる。一方
で、流入下水中のノロウイルス濃度が高
い状況で推移していることから推測する
と、不顕性感染の患者やそれほど重篤で
ない大人の患者が存在している可能性も
あると考えられる。今後、感染症専門家
や感染症対策部局などからの協力を得な
がら検証すべき課題であると考えている。

(２)病原ウイルスの検出および定量
の技術開発

実証実験では、下水中に存在する病原
ウイルス中のノロウイルス濃度の監視を
中心にした「水監視システム」の構築に
重点を置いてきたが、病原ウイルスの検
出および定量に関する技術開発もこのシ
ステムの重要なポイントである。この実

証実験において、さまざまなウイルスの
観測を行った結果、腸管系ウイルスとし
てロタウイルスやＡ型肝炎ウイルスなど
の水を介して伝播する感染症ウイルス、
さらに、インフルエンザウイルスや最近
では世界規模で感染拡大している新型コ
ロナウイルスなどの呼吸器系ウイルスも
下水中から検出可能とされている。今後
も、さまざまな病原ウイルスを高精度で
迅速に検出し、かつ、定量できる技術開
発を進める必要性があると強く感じてい
る。

４.下水中ノロウイルス濃度
情報発信システム

(１)下水中ノロウイルス濃度情報発
信システムの構築

2017 年 11 月には、研究の一環として
WEB を活用した「下水中ノロウイルス濃
度情報発信サイト」を構築し開設した。
発信システムの仕組みは図－４に示すと
おりである。
まず、情報発信のためのウェブサイト

を構築し、さまざまな機会を通じて広報
することによりウェブサイトへの登録を
促している。一方で、定期的に下水中ノ
ロウイルスの濃度測定を行い、その結果
をウェブサイトにアップしている。
更に、定期的に測定しているノロウイ

ルス濃度がこれまでの知見から得られた
基準値を超過した場合には、ノロウイル
ス濃度が上昇していることについて、感
染拡大防止のための注意喚起メールを発
信するものである。詳細については図－
５に示す東北大学が開設しているホーム
ページ（https://novinsewage.com） を
参照されたい。

図－３　下水中ノロウイルス濃度と仙台市の患者報告数
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情報発信メールでは、下水中ノロウイ
ルス濃度が上昇していることに加え、感
染を予防するための対策を明記し、受信
者が具体的な行動を取れるようにした。
また、感染予防対策に関する基本的な知
識の周知のためのメッセージも配信して
いる。
メール配信はこれまで４回行っている

が、他にも経過報告や濃度変化の総括な
ど、計 14 回配信している状況である。
内容は次のとおりである。

下水中ノロウイルス濃度が上昇してい
ます！

先週〇月〇日に、流入下水中のノロウ
イルス濃度が情報発信基準濃度を超過し
ました。今後ノロウイルスによる感染性
胃腸炎の流行が予想されます。各家庭や
小学校・幼稚園・保育園におかれまして
は十分ご注意をお願いします。なお、予
防対策はホームページに記載されていま
すので御参照してください。

感染予防対策
１．手洗いをよく行う。
　　ノロウイルスに感染した人の手を介
して感染が拡大する場合があります。
トイレの使用後、オムツ替えの後、調
理を行う前などによく手洗いをしてく
ださい。

２．食べ物をよく加熱する。
　　ノロウイルスはカキなどの二枚貝
（貝殻２枚で身を覆っている貝）の体
内に蓄積されやすいことが知られてい
ます。二枚貝を食べる際には、十分に
加熱するようにしてください。十分な
加熱は、調理の内容によって異なりま
すが、身の中心部まで熱がしっかり通
ることが目安です。

３．ドアノブ、イスなど、手で触れる場
所を消毒する。

　　ノロウイルスに感染した人が触れた
ドアノブなどを介して感染が拡大する
場合があります。家庭内で手でよく触
れる場所をアルコールなどでよく拭い

てください。
４．キッチンや調理器具を消毒する。
　　ノロウイルスに感染すると、症状が
出る前から排出され始めます。下痢や
熱などの症状がなくてもノロウイルス
に感染している人が調理をすると、食
事をした人に感染する可能性が出てき
ます。キッチンや調理器具をこまめに
（熱湯やアルコールなどで）消毒して
ください。
その他、衛生対策に関するより詳細な

情報は以下のサイトをご覧下さい。
・ノロウイルスに関するQ&A（厚生労働
省）

・ノロウイルス感染症（国立感染症研究
所・感染症情報センター）

・ノロウイルス（感染性胃腸炎・食中
毒）対策～冬は特にご注意を！～（首
相官邸）
下水中ノロウイルス濃度情報発信サイ

ト登録者にこのメールが配信されました。
©2019 下水中ノロウイルス濃度情報発
信サイト ,All rights reserved

(２)情報発信システムの普及
実証実験の実効性を高め登録を呼びか

けるために図－６に示すようなチラシを
作成し、市内の幼稚園や保育園、小中学
校に配布するとともに各区役所に配置し
た。更なる普及のため、小中学校や保育
所などを所管する当市他部局との連携も
図り、直接訪問による実証実験への協力
依頼や、研修会での講演も行っている。
特に、感染性胃腸炎が集団発生しやすい
小学校では研究に対する期待が高く、実
際に情報発信メールを学校で登録して保
護者に再配信するなどの協力が得られた。
また、小学校の保健教諭による研修会に
おいてノロウイルス濃度の情報発信の効
果や感染予防行動などについて講演し、
システムの普及に努めた。
最近の新型コロナウイルス感染予防へ

の関心の高まりにより、ノロウイルス感
染予防に関する情報発信システムが注目
されている。仙台市ホームページにおい
ても、感染症対策部局からの感染性胃腸
炎情報に関するサイトと「下水中ノロウ
イルス濃度情報発信サイト」をリンクし
ているほか、下水道部局においてもさま
ざまな広報媒体を通じ、改めて情報発信
の強化を図っている。これにより、近い
将来、新型コロナウイルスに関する情報
提供ができるようになった場合には、こ
の「水監視システム」が活用できると考

図－５　下水中ノロウイルス濃度情報発信サイト

図－４　情報発信システムの仕組み
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えている。
一般的に、感染性胃腸炎やインフルエ

ンザなどは指定病院などでの感染者数を
基に感染拡大の兆候を踏まえて警報を発
信しているのが現在の手法であるが、今
回の注意喚起システムは感染拡大を事前
に検知してメール配信により注意喚起を
行う感染予防対策であり、これまでに例
のない新たな取り組みとして注目を集め
ている。
現在の感染者数の増加実績により、都

道府県の感染症担当部局から感染症の警
報を発信している仕組みと異なり、下水
中の濃度を測定して流行の兆しを事前に
情報発信することについては感染症担当
部局との調整が難しいなどの課題もある
が、ウイルスの濃度測定精度や情報発信
のタイミングなどについての研究や実証
実験が進むことにより、流行拡大前に注
意喚起することが可能となる。
今後も、予防的見地から下水中ウイル

スの濃度測定結果を基にして、数週間前
に感染症増加傾向に関する情報を発信す
ることにより流行抑制に寄与するシステ
ムを構築していくことは有意義なことと
感じている。これらのシステムは、今、
流行している新型コロナウイルス感染症
対策につながると期待している。

５.おわりに

下水中のノロウイルス濃度を測定し、
感染防止のために情報発信する「水監視
システム」は、昨今の新型コロナウイル
ス禍の状況において、実証実験の応用が
注目されている。今後も、さまざまな病
原性ウイルス濃度のモニタリングを進め
いち早く情報提供するとともに、感染性
胃腸炎に加え、糞便中に含まれ、下水中
から検出可能である新型コロナウイルス
などの呼吸器系ウイルスや、他の感染症
ウイルス濃度についても事前に情報を発
信することにより、感染拡大防止対策の
一翼を担えるよう、東北大学などと連携
し、さらなるシステムの開発を進めてい
きたいと考えている。このシステムの研
究により感染性胃腸炎の流行拡大防止対
策に資する情報提供ツールとしての可能
性が見出されたことは、今後の展開に期
待できるものでもある。
少子高齢化が進んでいる現代社会下に

おいて、感染症による健康リスクの増大
やこれに伴う医療費の増大などの社会的
な課題も山積している状況にある。「水
監視システム」の構築には、これらの解
決に向け、病原ウイルス等分析機関、
ICT 技術者、下水道事業や感染症行政を

担う公共団体、全体のコーディネーター
など、さまざまな業種の力を結集する必
要がある。幅広い分野の力を結集するこ
とにより、この「水監視システム」の普
及・向上を進めることは、感染症に対す
るロバストな社会作りに貢献できるもの
と考えている。
全国的に下水道のインフラ整備により

水洗化の普及も進み、維持管理の時代に
入っている。ここで、改めて、下水道本
来の使命である公衆衛生の向上に立ち返
り、一方では、新たな視点で、下水道シ
ステムに内在する多種多様な情報や資源
を利活用することにより、更なる社会貢
献を目指し、今後も、下水道システムが
持っている可能性を探って行きたい。
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図－６　実証試験協力に関するチラシ


